改正労働契約法施行を踏まえた単組の取り組みと要求指標

＜自治体単組版＞
●「通算５年超無期転換ルール」を逆手にとった雇用更新年限を、入れさせない！
●「有期労働者が安心して働き続けられる」という法律の趣旨を踏まえ、雇用上限を撤廃する！

●「有期契約を理由とする不合理な労働条件の禁止」という法律の趣旨を踏まえ、正規職員との均等待遇をはかる！
1． 改正労働契約法の趣旨と内容
改正労働契約法の趣旨と内容は次の通りです。
	（趣旨）
1 有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消すること。
2 有期労働契約であることを理由とする不合理な労働条件を是正すること。
3 働く人が安心して働き続けることができる社会を実現すること。
（内容）
1 通算５年を超える有期契約の無期契約への転換（労働契約法18条）
【条文趣旨】有期労働契約の濫用的な利用を抑制し、労働者の雇用の安定をはかること。
2 雇止め法理の法定化（労働契約法19条）
【条文趣旨】最高裁判例で労働者保護の観点から確立された「雇止め法理」の内容を法律で規定し、一定の場合に雇止めを認めないとすること。
3 有期労働契約を理由とする不合理な労働条件の禁止（労働契約法20条）
【条文趣旨】有期を理由とした不合理な労働条件を禁止すること。



· 詳細は、別添資料「改正労働契約法の趣旨とポイント」等を参照。
２．公務職場での改正労働契約法の趣旨の反映
①　労働契約法は、公務においては、私法上の労働契約とは異なり、公法上の任用制度にあることから適用除外とされています。しかし、自治体においても３人に１人が臨時・非常勤等職員という状況のなかで、自治体の臨時・非常勤等職員に雇止め不安があり、正規職員との間に不合理な労働条件の相違があります。公務職場の臨時・非常勤等職員の雇止めと不合理な労働条件の解決なくして、「働く人が安心して働き続けることができる社会を実現する」との改正労働契約法の趣旨の実現は、到底ありえません。
②　地方公務員は、臨時・非常勤職員も含めて、民間労働者と同様に憲法28条に明記されている「勤労者」です。このため、地方公務員の勤務条件やその制度は、次の通り民間の労働法制に準じたものとなっています。
ア．労働基準法は、同112条において、地方公務員にも原則適用とされています。
イ．地方公務員法でも、同14条は「給与、勤務時間その他の勤務条件が社会一般の情勢に適応するように、随時、適当な措置を講じなければならない」と情勢適応の原則が明記されています。
ウ．公務の臨時・非常勤等職員の雇止めの裁判例においても、近年では、雇止め法理や解雇権濫用法理、権利濫用の法理といった民間労働法制の考え方を援用し、違法性が強いとして、損害賠償などの命令判決が続いています（注）。
エ．総務省も、近年の各レベルの交渉等で「臨時・非常勤等職員の任用にあたっては、民間労働法制の動向を十分に念頭におく必要がある」と回答するようになっています。
③　こうした実情を踏まえれば、改正労働契約法の趣旨を公務職場に活かし、臨時・非常勤等職員の雇用安定、待遇改善に取り組んでいくことは、当然に理に適ったものと言えます。
（注）近年の裁判例
※岡山中央郵便局事件　岡山地判2002.10.15

　郵便局の非常勤職員国家公務員の雇い止めについて、救済は否定したが、「解雇権濫用の法理の類推適用の余地がある」ことを認めた。
※情報システム研究機構事件　東京地判2006.3.24

一般職非常勤国家公務員の雇い止めについて、「権利濫用ないし権限濫用の禁止に関する法理は解雇に限らず一般的に妥当する法理である」、「本件任用更新拒絶は、著しく正義に反し社会通念上是認しえない」、「任用更新を拒絶することは信義則に反し、許されない」として地位確認を認める。
ただし、この判決は控訴審の東京高裁で覆された（東京高判2006.12.13)。 
※中野区事件　東京高判2007.11.28

非常勤職員保育士の雇い止めについて、「解雇権濫用法理を類推適用すべき程度まで違法性が強い」と言及し、任用継続への期待件侵害として損害賠償を命じた。
※武蔵野市事件　東京地判2011.11.9
　レセプト点検嘱託職員の雇い止めについて、任用継続への期待件侵害として損害賠償を命じた。
３．単組の取り組み
①　改正労働契約法の趣旨を反映させる取り組み
改正労働契約法は公務には適用されませんが、改正法の趣旨を公務職場に反映させることは各自治体の自主的判断により可能であり、改正法の趣旨に適っています。このため、単組は、労使交渉において改正労働契約法の趣旨を踏まえた要求を行い、臨時・非常勤等職員の雇用安定、均等待遇をはかります。
また、パートタイム労働法12条（通常の労働者への転換）の趣旨を踏まえ、正規職員への積極的な転換推進措置をはかります。
②　臨時・非常勤等職員の労働条件の点検
改正労働契約法20条の趣旨を踏まえ、不合理な労働条件の是正のため、臨時・非常勤等職員と正規職員との間の賃金・労働条件の相違について点検します。
③　改正労働契約法の学習
改正労働契約法の趣旨を公務にも反映させていくために、改正法の内容について学習し、理解を深めます。
④　臨時・非常勤等職員の組織化
　臨時・非常勤等職員の雇用安定、均等待遇の実現のためには、当事者自らが要求の声をあげ、労使交渉していくことが肝要です。このため、上記の取り組みと並行し、臨時・非常勤等職員の組織化に取り組みます。
４．改正労働契約法の趣旨を踏まえた要求指標
単組は、改正労働契約法の趣旨を踏まえ、労使交渉において次のことを要求指標とします。なお、実際の要求に際しては、単組の実情にあわせた要求内容とします。
＜雇用の安定＞
（要求指標１）恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員について、雇用更新年限を設けないこと。
（要求指標２）恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員について、すでに雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。
（要求指標３）新たに任用される臨時・非常勤等職員に対して、雇用更新年限を設定しないこと。
（要求指標４）臨時・非常勤等職員の空白期間を廃止すること。
（要求指標５）恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、パートタイム労働法の趣旨を踏まえ、正規職員への転換措置をはかること。
＜労働条件の向上＞
（要求指標６）改正労働契約法20条の趣旨を踏まえ、臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件について、職務の内容、責任、経験を考慮し、正規職員との均等待遇をはかること。
＜予算措置＞
（要求指標７）雇用継続、処遇改善のための予算の確保を行うこと。
５．要求指標の解説
＜雇用の安定＞

自治体では、恒常的な業務に就く臨時・非常勤等職員の雇用について、３年や５年などの更新年限を設けるところが増えてきています。
こうしたなか、改正労働契約法が成立し、有期契約から無期契約への転換、雇止めの法理（雇用継続への合理的な期待権が発生したなど場合には雇止めは認めないなど）の法定化が措置されました。この改正労働契約法は、公務には適用除外とされていますが、自治体の間では、このような改正労働契約法の考え方や内容が公務にも裁判や行政通知、法令などを通じて取り入れられていくことを懸念し、改正労働契約法の施行を契機に、３年や５年といった雇用更新年限を設けるところが今後さらに増えることが予想されます。
雇用更新年限の設定は、業務に継続性があるにもかかわらず、臨時・非常勤等職員を解雇し、新たな臨時・非常勤等職員を雇用するという「労働者の入替え」です。こうした雇止めに、客観的に合理的な理由が存在し社会通念上相当であるとは、到底認められません。
恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員への雇用更新年限の設定に対して、「雇止めに対する不安を解消する」、「働く人が安心して働き続けることができる社会を実現する」といった改正労働契約法の趣旨を活かし、更新年限を設定させないよう、求めます。
なお、更新年限の設定に関しては任用制度に関することを理由に、管理運営事項であり、労使交渉事項ではないと主張する当局がままあります。従前の要綱・規則には雇用更新年限がなかったにもかかわらず、新たに雇用期間の上限を設けることは、職員の雇用問題であり、重大な労働条件の「不利益変更」ですので、明らかに労使交渉事項です。また、特別職非常勤職員（地公法3-3-3）、現業職非常勤職員については、当局が労使交渉に応じない場合は「労働委員会」の活用も選択肢とします。
　

雇用更新年限の設定は、上記（要求指標１）で述べたように、その雇止めに、客観的に合理的な理由が存在し社会通念上相当であるとは、到底認められません。
業務が恒常的である、雇止め後に別の労働者を採用して「入替え」をする体制を予め構築している、上限期間・更新制限回数を超えて雇用される労働者が存在するといった選別的な運用がなされているといった場合、民間において、その雇止めは労働契約法19条の趣旨に反し、「雇止め法理」が適用される余地があります。
改正労働契約法19条の趣旨（雇止め法理）や、「雇止めに対する不安を解消する」、「働く人が安心して働き続けることができる社会を実現する」といった改正労働契約法全体の趣旨を活かし、恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員への雇用更新年限の撤廃を求めます。
また、雇止めは、業務の習熟、経験の蓄積、技能の向上などの人材活用の面からも損失が大きいこと、職員の頻繁な入替えによる他の職員への業務負担過重、採用試験等に要するコストなどの財政負担もあることなどの問題を訴えます。

　
上記（要求指標１）及び（要求指標２）と同じ考え方により、新たに任用される臨時・非常勤等職員についても、雇用更新年限の設定がされないよう求めます。
　

臨時・非常勤等職員の任用と任用の間に１週間や１ヵ月などの空白期間を置いている自治体があります。これにより、空白期間が無給となることや、休暇の取得要件、社会保険適用で不利益が生じます。
民間においては、労働契約法17条第２項で、「使用者は、有期労働契約について、その有期労働契約により労働者を使用する目的に照らして、必要以上に短い期間を定めることにより、その有期労働契約を反復して更新することのないよう配慮しなければならない」と定められています。　　　
国の非常勤職員においては、人事院規則で「任命権者は、期間業務職員の採用又は任期の更新に当たっては、業務の遂行に必要かつ十分な任期を定めるものとし、必要以上に短い任期を定めることにより、採用又は任期の更新を反復して行うことのないよう配慮しなければならない」、「期間業務職員以外の非常勤職員について任期を定める場合においては、前項の規定を準用する」（人事院規則の改正8-12第46条２の３および４）と規定され、任期は業務の期間にあわせて設定される必要があり、任期と任期の間を１日開けるような運用は、適当でないとの考え方がとられています。
自治体の臨時・非常勤等職員については、「再度の任用は妨げられない」との考え方から、2009年10月の総務省交渉において、総務省は「空白期間は必ずしも置く必要はない」と回答しています。第183回通常国会・衆議院議員予算委員会第二分科会（2013年４月15日）においても、若井康彦衆議院議員（自治労協力国会議員）が空白期間の運用について質したところ、三輪総務省公務員部長は「臨時非常勤職員の再度の任用について空白期間を設けなければならないという法的な根拠はない」と明言しています。
これらを踏まえ、単組は、臨時・非常勤等職員の任用と任用の間の空白期間の設定について廃止するよう求めます。

パートタイム労働法12条では、パートタイム労働者の中には、通常の労働者として働くことを希望していながらやむをえずパートタイムとして働いている人もおり、それは一旦パートタイム労働者として働くと通常の労働者となることが難しいということが影響しているとして、パートタイム労働者から通常の労働者へ転換するチャンスを整えることを事業主に義務付けています。
公務においても、このパートタイム労働法の趣旨を踏まえ、臨時・非常勤等職員の正規職員への積極的な転換推進措置をはかります。例えば経験者採用枠の創設・拡充などを行うよう求めます。
　　
＜労働条件の向上＞
　　　
労働契約法20条は、すべての労働条件について、有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間の定めがあることによる不合理な労働条件を禁止しています。
公務においても、改正労働契約法の趣旨を考慮して、当局に対し、臨時・非常勤等職員の賃金・諸手当について、職務の内容、責任、経験を踏まえて、正規職員との均等待遇を求めます。また、各種休暇制度や研修、安全管理、福利厚生等の労働条件についても、正規職員との相違を確認し、正規職員との均等待遇を求めます。
＜予算措置＞

　臨時・非常勤等職員の雇用安定、労働条件の向上をはかるためには、予算措置はかられなければなりません。当局に対し、必要な予算措置をはかるよう求めます。
（要求指標１）　恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員について、雇用更新年限を設けないこと。





（要求指標２）　恒常的な業務に就いている臨時・非常勤等職員について、すでに雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。





（要求指標３）　新たに任用される臨時・非常勤等職員に対して、雇用更新年限を設定しないこと。





（要求指標４）　臨時・非常勤等職員の空白期間を廃止すること。








（要求指標５）　恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、パートタイム労働法の趣旨を踏まえ、正規職員への転換措置をはかること。





（要求指標６）　改正労働契約法20条の趣旨を踏まえ、臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件について、職務の内容、責任、経験を考慮し、正規職員との均等待遇をはかること。





（要求指標７）　雇用継続、処遇改善のための予算の確保を行うこと。











